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I　はじめに

1　出生率と公的年金と児童手当の関係
主に先進国において，合計特殊出生率が低下傾
向にある。特に日本や韓国は低下傾向が顕著であ
る。福祉国家を目指した多くの先進国の合計特殊
出生率が低下している背景には，女性の社会進出
や，裕福な社会の実現，核家族化の進展，多様な
価値観の出現など，様々な要因を考えることがで
きる。その一方で，近年では，公的年金制度の充
実が，合計特殊出生率を低下させる要因になって
いるという考え方が重要になってきている。
公的年金制度は，日本をはじめとした多くの先
進国において発達してきた。公的年金制度のもと
では，自分に子どもがいなくても，他人の子ども
が支払う保険料や税によって，高齢者は生活の保
障を確保できるため，子どもを自発的に産むイン
センティブが阻害される恐れがある。つまり，老
後の生活を政府が保障するのに対し，育児への保
障が相対的に低い場合，家計の出産行動に歪みが
もたらされるのである。後に紹介する既存研究で
も，公的年金の充実が，その経済の人口を社会的
に最適な水準よりも低い水準に向かわせることが
理論的に示されている。
日本においては，2004年に総人口がピークと
なり，今後は総人口が減少していく。公的年金制
度の持続可能性が懸念されている日本において，
今後の人口がどのように推移していくかは，社会
的にも大きな問題である。

ところで，広義の社会保障とは，必ずしも公的
年金に限られるわけではない。ILO（国際労働機
関）の社会保障給付費の範囲とは，①高齢，②遺
族，③障害，④労働災害，⑤保健医療，⑥家族，
⑦失業，⑧住宅，⑨生活保護その他，以上の目的
に対する給付とされている。このなかで，①高齢
には老齢公的年金が含まれ，⑥家族には子ども向
けの社会保障の代表である児童手当が挙げられ
る。
日本においても，少子化対策の一環として

2006年度に児童手当が拡充された。団塊ジュニ
ア世代もしくは第 2次ベビーブーマーと呼ばれる
世代が，出産適齢期に入りつつある現状におい
て，合計特殊出生率を可能な限り高めたい政府の
思惑があると考えられる。
このとき，先の議論から考えれば，高齢者向け

の公的年金と子ども向けの児童手当といった世代
間の現金給付のバランスをどう考えるか，という
視点が重要である。図 1には，高齢者向けと子ど
も向けの現金給付のうち，高齢者向け公的年金の
割合を示している。本稿では，この割合を「現金
給付の世代間配分 λ」と呼び，後に展開するモデ
ルにも登場させる。
図 1に示されるように，高齢者に対する福祉国

家を目指した先進国において，現金給付の世代間
配分 λは上昇してきた。なかでも，出生率が低
迷している日本や韓国において，公的年金の規模
に対し，児童手当の規模は相対的にかなり小さい
ことは，注目に値する。すなわち，先進国では，
充実した公的年金制度が，出生率を低下させてい
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る可能性がある。
以上の問題意識より，本稿は，公的年金と児童
手当といった現金給付の世代間配分に分析の焦点
をあてる1）。そのため，出生率を内生化した世代
重複モデルを提示し，現金給付の世代間配分を変
更した場合の政策的な効果を考察する。

2　既存研究と本稿の貢献
本稿の問題意識は，出生率に加えて児童手当と
公的年金にあるから，これらを分析している既存
研究が本稿に関連する。

Cigno〔1993〕および Folbre〔1994〕は，家計
が自発的に選択する出生率は，社会的に最適な水
準よりも低くなることを示した。特に Groezen, 
Leers and Meijdam〔2003〕は，賦課方式の公的
年金の存在が，家計が社会的に最適な子どもの数
を選択しない原因であることを議論している。

Groezen, Leers and Meijdam〔2003〕は，小国
開放経済を仮定するため，利子率は外生的に与え
られていた。小塩〔2004〕は，Groezen, Leers 
and Meijdam〔2003〕が開放経済の下で政策効果
を評価しているため，児童手当の資本蓄積への影

響が捨象されていることを強調し，閉鎖経済での
政策効果を議論した。そして，閉鎖経済において
公的年金の拡充が経済厚生を低下させることを導
いた。

Groezen, Leers and Meijdam〔2003〕モデルで
は，消費と子どもに対する対数線形型の効用関数
を特定化し，代表的家計を想定している。そこで
は，賦課方式の公的年金が存在するとき，児童手
当（子どもに対する補助金政策）の拡充によって
パレート改善できることが示されている。しかし
ながら，現実社会を考えれば代表的家計の想定に
は問題がある。
現実社会の家計は同質ではなく，子どもをもつ
家計もあれば，もたない家計もある。その意味で
家計は異質であり，内生的に子どもの数を選択し
た結果として，異なる質の家計が共存するモデル
が望ましい2）。
本稿のモデルについては IIで詳細に述べるこ
とになるが，本稿では異質な家計の共存を導入す
る。児童手当は子どもをもつ家計のみへの補助金
政策であり，子どもをもたない家計は児童手当の
財源となる負担を被る。そのため，児童手当によ

図 1　現金給付の世代間配分 λの推移

注） 　OECD(2004)“Social Expenditure Database (SOCX)"より作成。現金給付の世代間配分λ（0≦λ≦ 1）は，分子はOLD AGE (Pension)，
分母は OLD AGE (Pension)＋FAMILY (Family allowance)として算定している。
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って，すべての家計の厚生が高まるかどうかは定
かではない。
また，異質な家計の共存を考慮することは，家
計が分布することを意味している。そのため，不
平等度を計測することが可能となり，ある政策に
ついて経済厚生の不平等度の観点から評価するこ
とができる。特に児童手当は，すべての家計に対
して対称的な扱いをするわけではなく，不平等度
に何らかの影響を与えるだろう。したがって，効
率性だけでなく，経済厚生の不平等度の側面から
も政策について分析している点が，本稿のモデル
の最大の貢献である。
さらに，本稿は，育児の機会費用をモデル化し
ていることも貢献である。子どもが増えれば，在
宅育児が増え，家計の労働供給は低下する。この
ような効果について，定常状態での分析にとどま
らず，移行過程を分析する。
本稿の構成は次の通りである。IIにおいては，
出生率を内生化した世代重複モデルを提示する。
IIIにおいては，世代重複モデルによるシミュレ
ーション分析を実施する。IVでは，本稿の分析
結果をまとめてむすびとする。

II 　子どもを選好する異質な家計が共存
する世代重複モデル

IIでは子どもの選好の程度によって内生的に異
質となる家計が共存する世代重複モデルを展開す
る。一般均衡モデルであるから，家計，企業，政
府，市場均衡の順番で述べる。

1　家計
家計 tは t期に成年期を過ごす。家計 tは若年
期 t－1，成年期 t，老年期 t＋1の 3期間生存す
る。若年期は親に決められた育児費 θを消費す
るだけであり，その消費は家計の効用には関係し
ないとする。家計が自ら選択することができるの
は，成年期の消費 c y，老年期の消費 c o，子ども
の数 nであり，これらが家計の効用を構成する。
このとき，家計 tの効用関数 U i

tを次のように特
定化する。

（1）
ここで，Aは成年期の消費 c yi，Bは老年期の

消費 c oi，Cは子どもの数 niと子どもに対する選
好 Diに対して与えられる選好パラメータであ
る。便宜上，A＋B＝1と考える。
また，子どもへの選好 Diであるが，これが分

布することで異質な家計が表現される3）。この子
どもへの選好 Diは，計量分析で用いられるベル
ヌイ＝ラプラス型の構造パラメータに相当するも
のであり，ある家計がもつ子どもに対する愛情を
数値化したものだと考えてもよい。この Diを分
散させ効用関数の中に組み入れることによって，
選択される子どもの数が家計ごとに異なることに
なる。子どもへの愛情が大きければ大きいほど，
子どもへの選好 Diは大きくなり，そのような家
計ほど多くの子どもを産むことになる。
子どもへの選好 Diについては，一定の上限と

下限を設けて Di∈[D_ , D
_
]の範囲内とする4）。Di

が均一に分布すると考えれば，t期に成年期にあ
たる個人の数を Ntとしたときに，選好 Diを持つ
個人は ht・dt人存在する。このとき，次の様な関
係がある。

（2）

ここで，Iは社会に存在する家計数を表し，時
間を通じて一定とする。さらに htは家計の平均
構成員数，dtは家計数に対する分散の幅を表し，
個人数 Ntと家計数 Iの関係は Nt＝ht・dt・Iとな
る。
続いて家計の予算制約について述べよう。家計

は成年期に 1単位の労働を非弾力的に供給して賃
金率 wを得ると考えれば，成年期の消費 cyを選
択する t期の家計の予算制約は次のようになる。

（3）
政府は賦課方式の公的年金と児童手当を支給す

るため，それらの財源となる税率 τの比例税を課
している。予算制約には，子どもの数 nに応じた
育児費 θに対し，児童手当による補助率 φが考
慮されている。また，機会費用 Eによって，在
宅育児などにかかる時間的な育児コストを表現す
る。
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続いて，老年期の消費 coを選択する t＋1期の
家計の予算制約は次のようになる。ここで，年金
給付 pおよび利子率 rが考慮されている。

（4）
（3）および（4）の予算制約のもとで，効用
（1）を最大化するとき，家計の最適な貯蓄 s*お
よび最適な子どもの数 n*を下記のように得るこ
とができる。

（5）

（6）

ただし，可処分所得 yt＝(1−τt)wt，総育児費用
xt＝θt(1＋ φt)(1−τt)Etwtとしてまとめている。（6）
式により，児童手当による補助率 φの増加で総
育児費用 xが減少するときや，子どもへの選好
Diが大きい場合，最適な子ども数 n*は増える。
さて，子どもへの選好 Diが分布するため，家
計によっては貯蓄をもたない選択 (s*＝0)，もし
くは子どもをもたない選択 (n*＝0)を行う可能性
がある。ここでは，そのような端点解をもつ家計
の最適条件について，整理しよう。
（5）および（6）をそれぞれゼロとおくことに
よって，貯蓄と子ども数の正負の境界となる Ds

と Dnを次のように得ることができる。

（7）

Ds
t以上の Diをもっている家計は貯蓄をまった

く行わない。また，Dn
t以下の Diをもっている家

計は子どもをまったく産まない。
ここで，Diの平均D̂は次のように表現できる。

（8）

仮にD̂が (Dn
t , D

s
t )の範囲になければモデルは不

安定になる。経済の資本 K，労働 Lとすれば，

資本労働比率 K/Lは発散 (D̂＜Dn
t )，もしくはゼロ

に収束 (D̂＞Ds
t )し，モデルが定常状態を表現で

きない。本稿ではこれらの状況を排除する5）。
さて，貯蓄を行わない家計の最適化問題につい
て考えよう。これまでの議論を踏まえれば，この
ような家計の効用関数と予算制約は次のようにな
る6）。

（9）

（10）
この問題を解けば次のようになる。

（11）
同様に子どもをまったく産まない家計の最適化
問題は次のようになる7）。

（12）

（13）

この問題を解けば次のようになる。

（14）

以上の結果をまとめると，最適な貯蓄 s**，最
適な子どもの数 n**は次のように整理できる。

（15）

（16）

ここで，子どもを産み貯蓄ゼロの家計を（タイ
プ 1），子どもを産み貯蓄を行う家計を（タイプ
2），子どもを産み貯蓄を行う家計を（タイプ 3）
として区別する。各家計のタイプの最適化行動を
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まとめると，表 1のようになる。
さて，政策の評価を行うために，家計の効用水
準 U i

t を集計し，社会的厚生関数 Wtを導入しよ
う。

（17）

本稿のモデルは，個人数 Ntが時間 tによって
変化するため，社会的厚生関数 Wtでは個人数の
変化の影響を排除できない。そのため，1人当た
りの経済厚生 PWtも定式化し，政策を評価する
材料として利用する。

（18）

2　企業，政府，市場均衡
集計された企業は集計された生産物 Yを生産
すると想定し，次のようなコブ・ダグラス型の生
産関数をもつと仮定する。

（19）
ここで，規模パラメータ ψ，資本 K，労働 L，
資本の分配パラメータ αである。
企業の利潤最大化行動により，賃金率 wおよ
び利子率 rが次のように得られる。

（20）

政府は比例税を財源として，高齢者向け社会保
障である公的年金に λの割合を支出し，子ども
向け社会保障である児童手当に (1－λ)の割合を
支出する。ただし，0 ≤ λ ≤ 1である。λは現金給
付の世代間配分パラメータである。この関係を示
すと次のようになる。

（21）

これらを 1家計あたりの記述に変形すれば，次
のように示される。

（22）

ここで，n
_
は子どもの数の平均値であり，t期

世代の個人数 Ntとの間に次のような関係がある。

（23）

最後に，本稿のモデルの市場は，財市場，労働
市場，資本市場の 3つである。重要な労働市場と
資本市場の均衡条件は次のようになる。なお，労
働市場は完全雇用であるが，子どもの数 nと機会
費用 Eの考慮により，子ども数が増えることに
よる在宅育児の増加で家計の労働供給が失われる
効果が反映されている。

（24）

III　シミュレーション分析

本稿のモデルは，貯蓄と子ども数の選択に関し
て 3つのタイプの家計を導入することで異質性を
組み込んでいる。そのため，改革の効果を解析的
に分析するとき，改革前後で家計のタイプの割合
が変動する。このようなタイプ間の変動がもたら
す複雑さにより，解析的な分析よりも，視覚的な
分析が可能な数値解析を利用する。

1　パラメータの設定と初期定常状態
数値解析によるシミュレーションは，関数形の

特定化を必要とするため，分析結果が一般的では
ないという欠点をもつ。しかしながら，カリブレ
ーションによって適切なパラメータを与え，日本
のマクロ経済の状況を表現することができれば，
政策の経済効果を推測できる。また，結果を数値
で視覚的に表現でき，移行過程についても分析で
きることも強みである。
カリブレーションは，1人当たり変数が一定と

表 1　各タイプの家計の最適化行動

家計 子ども数 n** 貯蓄 s** 

（タイプ１）子どもあり・貯蓄なし nnos＞ 0 0

（タイプ２）子どもあり・貯蓄あり n*＞ 0 s*＞ 0

（タイプ３）子どもなし・貯蓄あり 0 snoc＞ 0
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なる初期定常状態を想定して実施される。世代重
複モデルにおいて，もっとも重要な変数は資本労
働比率 K/Lであるから，これが現実の日本経済の
値に近いようにカリブレーションを行う。資本労
働比率 K/Lを歴史的に推計している日本政策投資
銀行〔2004〕によると，近年の日本の資本労働比
率は 4程度と想定できる。
生産関数の資本の分配パラメータ αは内閣府

『国民経済計算年報』から得られる資本分配率，
育児の機会費用 Eはこども未来財団（2000）『子
育てコストに関する調査研究報告書』，育児費 θ
は AIU保険会社（2005）『現代子育て経済考』，
比例税率 τは年金保険料率を参考にして与えた。
育児の機会費用は，夫と妻の生涯所得のうち，
子どもを産むために妻が会社を辞めることによる
生涯所得の減少分に当たると考え算出している。
この値は，夫婦の生涯所得のおよそ 2割に相当し
た。また育児費は，生涯所得の 1割 5分を目安に
した。
規模パラメータ ψ，消費の選好パラメータ A，
子ども数の選好パラメータ Cは参考となる適当
な資料がないため，現実の資本労働比率 K/Lを実
現できるように設定した。また，現金給付の世代
間配分パラメータ λは 0. 95とした。高めの値に
設定したのは，図 1に示されたような日本や韓国
の状況を表現するためである。
表 2に示されたパラメータによる初期定常状態
において，資本労働比率 K/L＝4. 463，経済成長
率 (Yt－Yt−1)/Yt−1と人口成長率 (Nt－Nt−1)/Nt−1は
－6. 6％となった。また，全家計数を 100％とし
たとき，初期定常状態において，（タイプ 1）の

家計割合は 4. 2％，（タイプ 2）は 62. 2％，（タイ
プ 3）は 33. 5％となった。すなわち，（タイプ
2）がもっとも多い割合になるように，子どもへ
の選好 Diの上限 D

_
と下限 D_ を設定した。

2001年の厚生労働省『国民生活基礎調査』（大
規模調査）より，子どもを出産する可能性の高い
20歳から 40歳までの世帯主の家計のタイプの割
合を計測すると，（タイプ 1）4. 6％，（タイプ 2）
53. 9％，（タイプ 3）35. 9％，貯蓄も子どももゼ
ロである家計は 5. 6％である。初期定常状態の家
計割合は，現実の値とは若干の差があるものの，
ほぼ日本の状況を表していると考えられる。
図 2は，本稿のモデルによる初期定常状態の動
きを示している。本稿のモデルは，子ども数を内
生化しているため，人口を示す t期世代の個人数
Ntが内生的に決定される。今後，日本の総人口
は減少していくことが予測されているが，人口を
内生化している本稿のモデルにおいてパラメータ
を適切に与えれば，人口減少を初期定常状態にお
いて表現できる。現実の日本の総人口は減少過程
にあるから，本稿では人口減少経済における児童
手当拡充における影響を検討するため，初期定常
状態において人口が減少する状況を想定した。
図 2にあるように，初期の成年期の人口 Nを

100として基準化した場合，時間を経ることによ
って世代ごとの人口が減少していく8）。しかしな
がら，資本労働比率 K/Lは一定であり，その意味
で定常状態でありながら，人口減少が発生してい
る。

2�　現金給付の世代間配分の変更にともなう移
行過程
以上の初期定常状態を基準にして，モデルに対
して政策の変更を与えた場合，経済がどのように
振る舞うのかについて分析する。本稿では，現金
給付の世代間配分パラメータ λを 0. 95から 0. 90
に変更する政策を分析する9）。財源となる税率 τ
が一定であるから，年金給付 pを減らし，児童手
当 φを増やす政策である。
現金給付の世代間配分パラメータ λの変更は 5
期目に実施し，家計の完全予見の期待形成のもと

資本の分配パラメータ α 0. 2682
規模パラメータ ψ 18. 0
子どもへの愛情の最大値 D̄ 2. 8
子どもへの愛情の最小値 

¯
D －2. 5

消費の選好パラメータ A 0. 6
子ども数の選好パラメータ C 0. 35
機会費用 E 0. 2
育児費 θ 3. 0
現金給付の世代間配分パラメータ λ 0. 95（改革前）
比例税率 τ 0. 183

表 2　初期定常状態のパラメータ
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で，その政策変更が及ぼす移行過程の経済効果を
分析する10）。モデルにおいて，現金給付の財源は
比例税率 τで一定であるから，この政策変更の結
果，5期目に年金給付 pが低下し，児童手当 φが
上昇する11）。
財源である比例税率 τを一定として，年金給付 

pと児童手当 φの配分比率 λを変化させる政策を
分析対象とするのには理由がある。比例税率 τが

一定であり，租税が家計行動に与える歪みは一定
となる。したがって，現金給付の世代間配分 λ
の変更がもたらす純粋な経済効果について分析す
ることになる。
図 2には，このような政策変更によって，t期

の個人数である人口 Nはどのような影響を受け
るのかについても図示している。人口は初期定常
状態に比べて増加する。初期定常状態では資本労

図 3　経済成長率と人口成長率の推移

図 2　人口と資本労働比率の推移
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働比率 K/Lは時間を通して一定である。しかしな
がら，子ども数の増加にともなう在宅育児のため
に労働時間が削られるため，育児手当の拡充によ
って労働市場に供給される労働量は低下し，結果
として資本労働比率は上昇する。ただし，その効
果は 1期のみであり，それ以後は低下して定常状
態に落ち着く。
この政策変更が，経済成長率と人口成長率に与
える影響をみたのが図 3である。定常状態におい
ては，経済成長率と人口成長率は一定である。5
期の現金給付の配分比率 λの政策変更により，
人口成長率は 4期に下がるものの，5期には人口
成長率が増加する。一方，経済成長率は 5期に落
ち込むものの，6期以降に人口成長率の水準にま
で回復し，両者は一致するようになる。
政策変更により，4期に人口成長率が一時的に
落ち込むことは，次のように説明できる。5期に
児童手当 φの引き上げと同時に年金給付 pが引き
下げられるが，この変更は 4期の家計によって予
測される。4期に成年期を過ごす家計にとって，
この政策変更は老年期の年金給付の引き下げを意
味する。したがって，年金給付 pの引き下げにと
もなう生涯所得の減少が，4期の子ども数を減ら
し，人口成長率を一時的に抑制することになる。
同様に，5期に経済成長率が一時的に落ち込む
ことも，家計の反応のタイムラグによって説明で
きる。5期には人口成長率が大きく改善し，子ど
も数が増えることになるが，それによって家計の
在宅育児が増えて総育児費用を増やす。これが家
計の労働供給を減らすため，資本労働比率 K/Lの
低下を通して経済成長率を一時的に抑制すること
になる。ただし，6期以降には，経済成長率は
徐々に回復することになる。
このような結果が生まれる背景には，家計の異
質性の存在がある。図 4は，家計のタイプ割合
が，改革ケースでどのように推移するかが示され
ている。5期の政策変更により，4期からすでに
タイプ割合に動きが見られる。年金給付 pの削減
と児童手当 φの拡充は，プラスの貯蓄と子ども
数をもつ（タイプ 2）の割合を増やすものの，貯
蓄を行わない（タイプ 1）と子どもを産まない

（タイプ 3）の割合を減らす。最終的に 7期以降
に定常状態に入る12）。
年金給付 pの削減と児童手当 φの拡充が，（タ
イプ 1）の家計の割合を減らすのは，児童手当に
よって彼らの所得が増えて貯蓄が可能となる効果
に加え，年金給付の削減によって貯蓄の必要性が
高まり，彼らが（タイプ 2）へ移行するためであ
る。同じく，（タイプ 3）の家計の割合が減少す
るのも，児童手当によって彼らの一部が子どもを
持つことを選択するため，（タイプ 2）へ移行す
るからである。以上の結果，（タイプ 2）の家計
の割合が増えることになる。
図 5では，家計の効用水準を単純集計した社会
的厚生 Wと 1人当たり経済厚生 PWの推移を示
している。本稿の想定では，人口が減少するた
め，集計した社会的厚生は低下していく。一方，
1人当たり経済厚生は，定常状態では一定にな
る。

5期の年金給付 pの削減と児童手当 φの拡充に
よって，社会的厚生 Wは高まる。この結果は，
図 4に示された（タイプ 2）の家計の割合が増え
ることに関連している。（タイプ 1）および（タ
イプ 3）の家計は，貯蓄もしくは子ども数がゼロ
となる端点解を選んでいるために経済厚生が低下
している。政策変更により，（タイプ 2）の家計
が増えることで，端点解にとどまる家計が少なく
なることが，社会的厚生を高めるのである。
しかしながら，1人当たり経済厚生 PWは，初
期定常状態に比較すれば，改革によって低下す
る。児童手当 φの拡充によって，人口が増える
ことが，1人当たり経済厚生を低める結果を招
く。ただし，移行過程においては，4期に 1人当
たり経済厚生が一時的に上昇している。これは，
4期の成年期の家計が貯蓄を増やし，資本労働比
率 K/Lが上昇することに起因する。したがっ
て，短期的に児童手当を増やす誘因が存在する。
5期においても高い資本労働比率が実現している
が，人口増加によって 1人当たり経済厚生は低下
している。
さて，本稿のモデルでは，家計は子どもへの選
好 Diより分布するので，家計の効用 U i

tも分布
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する。そこで，家計の効用を個人の効用の分布に
修正した htdtU

i
tの変動係数を求めて図 4に図示し

た。これは，経済厚生で測った不平等度を意味し
ており，変動係数が高ければ，不平等度が高いこ
とになる。年金給付 pの削減と児童手当 φを拡
充する政策変更は，不平等を改善し，平等化を促
進する。

このことは，家計のタイプ間移動の結果からも
推測できる。政策変更により，家計のタイプが
（タイプ 2）に集約されることで，経済厚生にお
いて平等化が促進されたことになる。したがっ
て，年金給付の削減と児童手当の拡充は，不平等
を改善するという意味で政策的に評価されること
になる。

図 4　家計のタイプ別割合（％）と１人当たり経済厚生の変動係数の推移

図 5　社会的厚生と１人当たり経済厚生の推移
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IV　むすび

本稿においては，家計の異質性と育児の機会費
用を考慮し，出生率を内生化した世代重複モデル
を提示し，シミュレーションを実施することで，
現金給付の世代間配分の変更が経済に与える影響
について分析した。ここで，現金給付の世代間配
分とは，公的年金と児童手当の合計のうち，公的
年金の割合を示している。本稿の分析結果から得
られるインプリケーションを簡単にまとめよう。
日本における人口減少を表現するために，初期
定常状態において人口減少が発生するようにパラ
メータを設定した世代重複モデルによって，現金
給付の世代間配分を変更するシミュレーション分
析を行った。現金給付の世代間配分を高齢者向け
から子ども向けにシフトさせる場合，一時的に人
口成長率と経済成長率は落ち込むが，その後に双
方の成長率は回復する。
公的年金の削減と児童手当の拡充は，子ども数
を増やすものの，短期的には在宅育児が増えるこ
とで，家計の労働供給を抑制する効果がある。ま
た，現金給付の世代間配分の引き下げは，当初の
経済において公的年金の比重が大きい場合は社会
的厚生を改善させる。
また，公的年金の削減と育児手当の拡充によっ
て，家計のタイプ間の移動がみられ，貯蓄を行っ
て子どもを産むタイプの家計の割合が増えること
が示された。その結果として，個人間の経済厚生

で測った不平等が，政策変更によって改善され
る。1人当たり経済厚生は一時的に改善するが，
最終的には人口増加によって改革前よりも低下す
る。そのため，一時的に児童手当を増やす誘因が
存在している。
最後に，本稿に残された課題について指摘して
むすびとしよう。本稿のモデルは，家計の異質性
と育児の機会費用の導入に成功し，効率性と不平
等の両面から公的年金と児童手当の分析を可能と
した面については，現実に近づいていると思われ
るものの，まだまだ現実の複雑かつ重要な要因を
取り入れるまでには至っていない。生存確率や，
遺産，様々な形態の租税など，出生率と社会保障
の関係を考える上で，重要な変数がいくつもあ
る。また，社会保障についても，現金給付はもち
ろん，現物給付の仕組みも重要である。今後は，
これらを取り入れていくことで，モデルの拡張を
検討していきたい。

補論：パラメータの感応度分析
ここでは，本稿のシミュレーションモデルにお
いて，定常状態でのパラメータの感応度分析の結
果を報告する。表 3は，表 2にあるパラメータを
それぞれ 10％だけ減らした場合の結果を示して
いる。パラメータの値の変更は，分析結果を大き
く変更しないことがわかる。

（平成 19年 4月投稿受理）
（平成 19年 8月採用決定）

パラメータ 変更なし
資本の分配
パラメータ α

規　模
パラメータ ψ 

消費の選好
パラメータ A

子ども数の選好
パラメータ C

機会費用 E 育児費 θ

資本労働比率 K/L 4. 463 3. 997 3. 961 5. 441 4. 705 4. 213 4. 389

経済成長率 (Yt－Yt－1)/Yt－1

人口成長率 (Nt－Nt－1)/Nt－1 
－6. 6％ －6. 3％ －9. 7％ －4. 5％ －9. 4％ －3. 3％ －4. 4％

（タイプ１）
子どもあり・貯蓄なし

4. 2％ 7. 9％ 6. 5％ 2. 7％ 3. 6％ 1. 8％ 2. 6％

（タイプ２）
子どもあり・貯蓄あり

62. 2％ 59. 7％ 58. 9％ 64. 5％ 61. 0％ 65. 8％ 64. 6％

（タイプ３）
子どもなし・貯蓄あり

33. 5％ 33. 4％ 34. 6％ 32. 8％ 35. 3％ 32. 4％ 32. 8％

表 3　パラメータの感応度分析の結果（定常状態）
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トを頂戴した。以上のコメントを反映し，論文を
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（若手研究 B）を受けている。

注
 1） ただし，現物給付を軽視しているわけではない。

老人医療や保育サービスが出生率に与える影
響は重要であると考えられる。ただ，現物給付
の分析には，モデルの変更が必要になるため，
この点は今後の課題とする。

 2） 同じような問題は，経済成長と出生率の負の
関係を扱っている Becker and Barro〔1988〕，
Barro and Becker〔1989〕，Becker, Murphy 
and Tamura〔1990〕，Tamura〔1994〕，Morand
〔1999〕といった一連の既存研究にも指摘でき
る。子どもを産まない家計は存在せず，児童
手当を分析するには十分なモデルではない。

 3） Groezen, Leers and Meijdam〔2003〕モデルは， 
となっており，

子どもへの選好 D iが考慮されていないため
に家計が同質となっている。同様のモデルは
Kato〔1999〕や小塩〔2001〕にも見られる。

 4） 後述するように，D iに応じて子どもの数と貯
蓄が決定される。流動性制約を課している以 
 
 上，D iの上限が よりも

大きくなると，子どもの数が多すぎて労働期
の消費量がマイナスになってしまう。本論
文では，このような可能性を排除するため， 
 
 を仮定する。

 5） この状況を考慮すれば，貯蓄と子ども数の両
方ともをゼロとして選択する（タイプ 4）の家
計の存在は排除される。また，このことを裏
付けるように，後のシミュレーション分析に
おいても，（タイプ 4）は出現しない。さらに， 
 
 を仮定する。この仮定により

D n
t＜ D s

tが成立する。これは，年金給付の割引
現在価値を効用で評価した価値（左辺）が，可

処分所得を効用で評価した価値（右辺）より
も小さいという条件であり，これ以降定常状
態を満たすために必要となる。

 6） 高 畑・ 山 重〔2004〕 は，Groezen, Leers and 
Meijdam〔2003〕モデルに貯蓄の流動性制約を
課したときの理論的な検討を行っている。高
畑・山重〔2004〕は代表的家計を想定してい
るのに対し，本稿では一部の家計が貯蓄の流
動性制約に直面していると考えている。

 7） 子どもをまったく産まない家計は，本来はゼ
ロ以下の子どもを産みたい家計である。しか
しながら，マイナスの子どもを選択すること
ができないため，子ども数ゼロの制約が課せ
られる。

 8） パラメータの設定次第では，人口増加や人口一
定の経済を表現できる。人口が減少する経済を
初期定常状態とすることは，後のシミュレー
ションの結果に大きな影響を与えない。日本
が，今後に人口減少を経験する事実を踏まえ，
本稿では初期定常状態に人口減少を想定して
いる。

 9） ここでは，比較動学の分析手法を踏襲し，現
金給付の世代間配分パラメータ λを微少に変
化させたときの定性的な方向性を分析する目
的がある。

10） 上村〔2004〕は一般均衡モデルにおける家計
の期待形成の違いが，年金改革にともなう移
行過程に影響を与えることを示している。た
だし，本稿のモデルは完全予見によって提示
されているため，シミュレーションでも完全
予見を前提とすることが妥当である。

11） 日本の制度では，年金給付の主な財源は年金
保険料であり，租税ではない。ただし，賦課
方式のもとでは，年金保険料が現役世代への
租税という性質をもつ。そのため，本稿のモ
デルでは，現金給付の財源を比例税という形
で表現している。

12） なお，貯蓄の流動性制約をはずし，家計のタ
イプを，子どもを産む家計と産まない家計の 2
つに限定した場合のシミュレーションも実施
したが，本稿の結論に影響はなかった。
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